
４．個人データの取り扱いの委託
当社は、利用目的の達成に必要な範囲において、個人データの取り扱いを外部に委託する
ことがあります。当社が、外部に個人データの取り扱いを委託する場合には、委託先の選定
基準を定め、あらかじめ委託先の情報管理体制を確認するなど委託先に対する必要かつ
適切な監督を行います。当社では、例えば次のような場合に、個人データの取り扱いを委託し
ています。
（1）保険契約の募集、損害調査に関わる業務
（2）保険業務の事務処理、印刷・発送処理に関わる業務
（3）システムの開発・保守・運用に関わる業務
５．個人データの共同利用
（1） グループ会社との共同利用当社およびグループ会社は、その取り扱う商品・サービスを
案内または提供するために、各社間で次の条件のもと、個人データを共同利用すること
があります。
① 個人データの項目 
氏名、住所、電話番号、電子メールアドレス、性別、生年月日、保険申込書等に記載さ
れた契約内容、保険契約の維持・管理に関する内容、保険事故に関する内容、入居
申込書に記載された内容および建物賃貸借契約に関する情報など、お客様との
お取引に関する情報
② 共同利用者の範囲
当社とグループ会社とし、グループ会社の範囲は次のとおりです。
・大東建託株式会社
・大東建物管理株式会社
・大東ファイナンス株式会社
・ハウスコム株式会社
・ジューシィ出版株式会社
・株式会社ジューシィ情報センター
・大東スチール株式会社
・ハウスリーブ株式会社
・ケアパートナー株式会社
・株式会社ガスパル
・大東建設株式会社

・大東コーポレートサービス株式会社
・大東ファーム株式会社
・大東ビジネスセンター株式会社
・大東みらい信託株式会社
・大東エナジー株式会社
・DAITO ASIA DEVELOPMENT PTE. LTD.
・DAITO ASIA INVESTMENT PTL. LTD.
・DAITO ASIA DEVELOPMENT
（MALAYSIA）SDN.BHD.
・D.T.C REINSURANCE LIMITED
・一般社団法人賃貸経営ネットワーク

③ 管理責任者
当該個人データを原取得した各会社とします。

（2）支払時情報交換制度
当社は、（社）日本少額短期保険協会、少額短期保険業者および特定の損害保険会社とと
もに保険金等のお支払い、または保険契約の解除、取消し、もしくは無効の判断の参考とす
ることを目的として、保険契約に関する所定の情報を相互照会しております。※「支払時情
報交換制度」に参加している各少額短期保険業者等の社名につきましては、（社）日本少額
短期保険協会ホームページURL http://shougakutanki.jp/ をご参照ください
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６．センシティブ情報の取り扱い
お客様の本籍地・健康状態などのセンシティブ情報につきましては、「保険業法施行規則
第211条の33で準用する第53条の10」及び「金融分野における個人情報保護に関する
ガイドライン第6条」により、お客様の同意に基づき業務遂行上必要な範囲で利用するなど業
務の適切な運営の確保その他必要と認められる場合に利用目的が限定されています。当社
は、これらの利用目的以外には、センシティブ情報を取得、利用または第三者提供しません。

７．開示、訂正等のご請求
（1） ご契約内容・事故に関するご照会
ご契約内容・事故に関するご照会については、下記お問い合わせ窓口までご連絡くださ
い。ご照会者がご本人であることを確認させていただいた上で、お答えします。また、お預
かりした情報が不正確である場合には、正確なものに変更させていただきます。

（2） 個人情報保護法に基づく保有個人データに関する事項の通知、開示、訂正等、利用停止等
個人情報保護法に基づく保有個人データに関する事項の通知、開示、訂正等、利用
停止等に関するご請求については、下記お問い合わせ窓口までご連絡ください。

当社は、ご請求者がご本人であることを確認させていただくとともに、当社所定の
書式にご記入いただいた上で手続きを行い、後日、原則として書面で回答いたします。
また、開示請求については、回答にあたり、当社所定の手数料をいただきます。
当社が必要な調査を行った結果、ご本人に関する情報が不正確である場合は、その
結果に基づいて正確なものに変更させていただきます。

８．個人データの安全管理措置の概要
当社は、取り扱う個人データの漏えい、滅失またはき損の防止、その他個人データの安全
管理のため、取扱規程等の整備および安全管理措置に係る実施体制の整備等、十分な
セキュリティ対策を講じます。安全管理措置に関する質問については、下記のお問い合わせ
窓口までご連絡ください。

９．お問い合わせ窓口

少額短期保険ハウスガード株式会社 カスタマーセンター
0120-365-289 無料 			受付時間／9：00～17：00（年末年始を除く）
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１．計算書類等

（１）貸借対照表
(単位：千円)

科　目 平成25年度末
（平成26年3月31日末現在）

平成26年度末
（平成27年3月31日末現在）

（ 資 産 の 部 ）
現 金 及 び 預 貯 金 － 337,312
預 貯 金 － 337,312
有 形 固 定 資 産 － 3,717
建 物 － 2,800
工 具 器 具 備 品 － 917
無 形 固 定 資 産 － 88,736
ソ フ ト ウ ェ ア － 88,736
そ の 他 資 産 － 9,244
未 収 金 － 2,976
未 収 保 険 料 － 5,172
前 払 費 用 － 1,096
繰 延 資 産 － 9,681
創 立 費 － 9,681
供 託 金 － 10,000
資 産 の 部  合 計 － 458,692

(単位：千円)

科　目 平成25年度末
（平成26年3月31日末現在）

平成26年度末
（平成27年3月31日末現在）

（ 負 債 の 部 ）
保 険 契 約 準 備 金 － 1,882
責 任 準 備 金 － 1,882
代 理 店 借 － 5,207
再 保 険 － 2,383
そ の 他 負 債 － 39,084
未 払 法 人 税 等 － 282
未 払 費 用 － 37,325
仮 受 金 － 1,476
資 産 の 部  合 計 － 48,556

（ 純 資 産 の 部 ）
資 　 本 　 金 － 250,000
資 　 本 　 剰 　 余 　 金 － 250,000
資 本 準 備 金 － 250,000
利 　 益 　 剰 　 余 　 金 － △ 89,865
繰 越 利 益 剰 余 金 － △ 89,865
株　主　資　本　合　計 － 410,134
純 資 産 の 部  合 計 － 410,134

負債及び純資産の部 合計 － 458,692

Ⅴ．直近の２事業年度における財産の状況に関する事項
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(注）1．有形固定資産の減価償却は、定率法により行っております。
2．�無形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアに
ついては社内における利用可能期間（5年以内）にもとづく定額法によっています。
3．有形固定資産の減価償却累計額は1,091千円であります。
4．消費税等の会計処理は税込方式によっております。
5．金融商品に関する注記
（1）�金融商品の状況に関する事項	 	

当社の資金運用については預貯金又は、国債に限定しております。
（2）�金融商品の時価等に関する事項		

平成27年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については下記のとおりであります。

（単位：千円）
貸借対照表 時価 差額

（1）現金及び預貯金 337,312 337,312 −
（2）未収入金 2,976 2,976 −
（3）未収保険料 5,172 5,172 −
（4）供託金 10,000 10,000 −
（5）代理店借 5,207 5,207 −
（6）再保険借 2,383 2,383 −

（注）�金融商品の時価の算定方法	 	
当社が保有する金融商品のうち重要性があるものは上記表のとおりでありますが、これ
らは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額に
よっております。

6．当期末における責任準備金の内訳は次のとおりであります。

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 5,982千円
同上にかかる出再責任準備金 4,187千円
差引（イ） 1,795千円
異常危険準備金（ロ） 87千円
計（イ＋ロ） 1,882千円

7．1株あたりの純資産額は8,202円68銭であります。
8．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（２）損益計算書
（単位：千円）

科　目
平成25年度

平成25年4月 1日から
平成26年3月31日まで

平成26年度
平成26年4月 1日から
平成27年3月31日まで

経常収益 − 18,803
保険料等収入 − 18,649
保険料 − 12,395
再保険収入 − 6,254
再保険手数料 − 6,229
再保険返戻金 − 24
資産運用収益 − 154
利息及び配当金等収入 − 154
経常費用 − 108,379
保険金等支払金 − 8,711
解約返戻金等 − 34
再保険料 − 8,676
責任準備金等繰入額 − 1,882
責任準備金繰入額 − 1,882
事業費 − 97,785
営業費及び一般管理費 − 88,519
税金 − 1,912
減価償却費 − 7,353

経常利益（△経常損失） − △ 89,575

税引前当期純利益（△税引前当期純損失） − △ 89,575
法人税及び住民税 − 290
法人税等合計 − 290
当期純損失（△当期純損失） − △ 89,865

(注）1．関係会社との取引による費用総額は40,163千円であります。

2．（1）正味収入保険料は3,709千円であります。
（2）正味支払保険金は発生しておりません。
（3）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。

普通責任準備金繰入額 1,795千円
異常危険準備金繰入額 87千円
計 1,882千円

（4）�利息及び配当金収入の資産源泉別内訳	
（a）預貯金　154千円

3．1株あたりの当期純損失は1,797円31銭であります。
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4．関係当事者との取引
（1）親会社� （単位：千円）

属性 会社等の	
名称

決議権等の	
所有（被所有）	
割合

関連	
当事者との
関係

取引内容 取引金額 科目 期末残高

親会社
大東建物	
管理	
株式会社

直接	
100％ 経営管理 出向	

負担金 23,743 未払金 5,020

親会社 大東建託	
株式会社

間接	
100％ 業務委託

事務所家賃等 11,780 未払金 920

業務委託料 1,545 未払金 1,545

（2）兄弟会社等� （単位：千円）

属性 会社等の	
名称

決議権等の	
所有（被所有）	
割合

関連	
当事者との
関係

取引内容 取引金額 科目 期末残高

親会社の	
子会社

大東コーポレート
サービス	
株式会社

− 業務委託
帳票印刷等 2,140 未払金 2,016

業務委託料 955 未払金 −

※�出向負担金は大東建物管理株式会社との確認書に基づき金額交渉のうえ決定してお
ります。
事務所家賃は、市場相場を勘案し、交渉のうえ決定しております。
業務委託料・帳票印刷等の取引条件は市場実勢を勘案し、交渉のうえ決定しております。

5．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（3）キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

科　目
平成25年度

平成25年4月 1日から
平成26年3月31日まで

平成26年度
平成26年4月 1日から
平成27年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益（△は損失） − △ 89,575
減価償却費 − 7,353
責任準備金の増加額（△は減少） − 1,882
利息及び配当金収入 − △ 154
その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は増加） − △ 102,529
代理店借の増加額（△は減少） − 5,207
再保険借の増加額（△は減少） − 2,383
その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は減少） − 38,801
供託金の増加額（△は増加） − △ 10,000
小　　　　　計 − △ 146,632
利息及び配当金の受取額 − 154
法人税等の支払額 − −
営業活動によるキャッシュ・フロー − △ 146,478
投資活動によるキャッシュ・フロー
有形・無形固定資産の取得による支出 − △ 16,204
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 16,204
財務活動によるキャッシュ・フロー
株式の発行による収入 − 500,000
財務活動によるキャッシュ・フロー − 500,000
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） − △ 162,688
現金及び現金同等物期首残高 − −
現金及び現金同等物期末残高 − 337,312

（キャッシュフロー計算書に関する注記事項）
１．現金及び同等物の範囲	 （単位：千円）

貸借対照表の「預貯金」勘定 337,312
現金及び現金同等物　 337,312

２．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

21



（4）株主資本等変動
自 平成25年4月1日　　至 平成26年3月31日� （単位：千円）

株主資本
純資産	
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本	
合計資本準備金 資本剰余金	合計

繰越利益	
剰余金

利益剰余金	
合計

当 期 首 残 高 − − − − − − −
当 期 変 動 額 − − − − − − −
当 期 純 利 益	
（△当期純損失） − − − − − − −

当期変動額合計 − − − − − − −
当 期 末 残 高 − − − − − − −

自 平成26年4月1日　　至 平成27年3月31日� （単位：千円）
株主資本

純資産	
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本	
合計資本準備金 資本剰余金	合計

繰越利益	
剰余金

利益剰余金	
合計

当 期 首 残 高 250,000 250,000 250,000 − − 500,000 500,000
当 期 変 動 額
当 期 純 利 益	
（△当期純損失） △ 89,865 △ 89,865 △ 89,865 △ 89,865

当期変動額合計 △ 89,865 △ 89,865 △ 89,865 △ 89,865
当 期 末 残 高 250,000 250,000 250,000 △ 89,865 △ 89,865 410,134 410,134
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2．保険金等支払い能力の充実の状況を示す比率

（単位：千円、％）
平成25年度 平成26年度

（1）ソルベンシー・マージン総額 − 400,540
① 純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） − 400,453
② 価格変動準備金 − −
③ 異常危険準備金 − 87
④ 一般貸倒引当金 − −
⑤ その他有価証券評価差額（税効果控除前）（99％又は100％） − −
⑥ 土地の含み損益（85％又は100％） − −
⑦ 契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額） − −
⑧ 将来利益 − −
⑨ 税効果相当額 − −
⑩ 負債性資本調達手段等 − −
告示（第14号）第2条第3項第5号イに掲げるもの（⑩（a）） − −
告示（第14号）第2条第3項第5号ロに掲げるもの（⑩（b）） − −

（2）リスクの合計額√［R12＋R22］＋R3＋R4 − 5,036
保険リスク相当額 − 1,474
R1 一般保険リスク相当額 − 15
R4 巨大災害リスク相当額 − 1,459

R2 資産運用リスク相当額 − 3,430
価格変動等リスク相当額 − −
信用リスク相当額 − 3,373
子会社等リスク相当額 − −
再保険リスク相当額 − 56
再保険回収リスク相当額 − −

R3 経営管理リスク相当額 − 147
（3）ソルベンシー・マージン比率（1）/｛（1/2）×（2）｝ − 15,908.3

３．取得価額または契約価額、時価および評価損益

（１）�有価証券	
当該事項はありません。

（２）�金銭信託	
当該事項はありません。

4．計算書類の会計監査人の監査

当該事項はありません。
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